Die Entwicklung der deutshen Verkehrspolitik -von Seedohm bis Hauff- by 杉山 雅洋
181
早稻田商学第303号
蜜和59宰1月
西ドイツ交通政策の展開
一Seebohm交通相からHau伍交通相まで一
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は　　じ　め　に
　西ドイツの交通政策は，キリスト教民主同盟（CDU）政権の下に1949年から
1966年迄の長期間を担当LたSeebOhmにはじまり，次いで杜会民主党（SPD）
の連立参カロ以降はSPDのLeber，Lauritzen，Gscheidle，Ha雌の各交通相
によって進められてきた。さらに1982年の政権交代劇ではキリスト教杜会同盟
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（CSU）のDoningerが就任し，目下新たな展開が予想されているのである。
また，西ドイツの交通政策においては，歴代交通相の意向がかなり明確に反映
されているという大きた特徴がある。これは交通政策の変遷を知る上で好都合
である。そこで本稿においては，彼等の基本的考え方，主要な政策内容等を探
ることによって，戦後の交通政策の展開を検討することとしたい。しかし，本
稿は歴史的研究を意図している訳ではないので，個々の政策をひとつひとつ厳
密に追跡するという方法はとらず，各交通相の特徴的な政策を通して，交通政
策評価の手掛りを模索することとする。
　資料的制約，時問的制約により，SeebohmからHa雌にいたる迄の交通相に
よる政策展開がこ亡での考察の対象となる。伝統的な杜会的市場経済（SOZiale
Marktwirtschaft）システムに基づいた彼等の政策展開ではあるが，決して一
様なプロセスを経てきた訳ではない。SeebOhmが担当した時代でも1950年迄
と60年代では明らかに政策基調に変化がみられるし，SPD所属の交通相の時
代でもLeber，LauritzenとGscheidIe，Hau舐の閻には，程度間題ではある
が，差がみられる。それは彼等の政策理念，施策に示されているのである。1
節ではCDU時代の交通政策を扱う。SeebOhmの政策変化は1955年の交通財
政法と1961年の交通小改革を検討することで明らかとなる。SPD時代の交通
政策は，変化のみられる前半（2節）と後半（3節）に分げて考察する。わが
国にも多大の影響を及ぽしたLeberplan，公共交通優先をうたったLauritzen
のKursbuchが2節の対象であり，違邦鉄道に企業政策を厳しく要求Lた
Gscheidleの考え方，Gscheid1eを継承しながらもSPDの野党化と共に短期
間で退任せざるをえなかったHau伍の政策理念が3節で検討される。考察の対
象項目が隈定されており，また筆老の収集しえた資料も決して十分ではないと
いう間題点が残されてはいるが，保守・中道政権による新たな政策展開が予想
されている折，これまでの一連の交通政策を吟味するという本稿の試みは，西
ドイツの交通政策を研究する上での基本部分を溝成するものとなろ㌔
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1．Seebohmの調整政策と自由化政策
　1＿1　Seebohm時代
　1949年9月20目第1次Adenauer内閣発足と同時に交通大臣に就任した
Hans－ChristophSeebohmは，CDU／CSUの保守政権が1966年10月30日に
Erhardの辞任をもって一時代の転機を告げる迄の17年間にわたって，交通行
政を担当した。Seebohm自身がCDUのトップリーダーに属さなかったにも
かかわらずω，戦後の混乱期から60年代前半の繁栄期迄，西ドイツ政治史上犬
臣就任期間（同一ポスト）の最長記録を樹立しえたのは，当時の宰相Adenauer，
Erhardの支援を得たことと，彼の超党派的な任務遂行によるものであるとさ
れている（Brauntha1〔5，P．19〕）。ワイマール体制の崩壌からナチ政権による
暗黒の時代の教訓より，Adenauerは経済再建に当って，交通部門を含むすべ
ての経済部門に可能な限り市場原理を適用することを基本とした。今目迄，西
ドイツの経済運営の根底となっている杜会的市場経済システムがここにおいて
明示的に採用されたのであ乱したがって，連邦共和国成立時におげる交通政
策の基本目標も市場原理重視型であつた（BMV〔4，S．16〕）。しかし，西ドイ
ツの歴史的伝統である地方分権システムを市場原理に立脚して守っていく上で
不可欠な交通サービスは，その特性（交通の特殊性）より，市場原理にはなじ
まない部分を包含しているという点を抱えての出発であった。当面は戦災復興
が急務であったため，政策の重点は貨物輸送に向けられ，旅客に関する政策は
モータリゼーショソが進展する迄の若干の時間的ずれをもって用意されること
となった②。なお，大戦によって経済は麻庫したのであるが，ドイツ側の隠蔽
技術，連合国側の作戦により，工業生産は壊滅的打撃を受けた訳ではなかっ
た帽〕。しかし，兵鈷術の常として交通網は決定的に崩壊され，連邦共和国の交
通政策はゼロからの再建を始めなげれぱならなかったのである（BMV〔4，
S．16〕）。経済再建のための条件が整えられていただけに，交通政策は重要な鍵
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を握っていたのである。
　SeebohmがCDU政権下で1966年の大連合迄一貫して交通相の座にあった
ため，在任期問中の彼の政策基調には変化の要素が乏しかったように推察しう
るのであるが，実際には50年代迄と60年代では明らかに差が生じているのであ
る。市場条件の変化を考えれぱ，ある意味では当然のことである。また，長い
在任期間は彼の政策運営に対する評価を分けている。戦争で破壌された交通網
の再建に顕著た業績を残したという賞賛と，総合計画を樹立する手腕がなかっ
た，あるいは既存の計画への適切な財源調達を行なう手腕がなかったという批
判がある（Brauntha1op．cit．，P．20）。前者はSeebohmの調整政策を評価し
たものであり，後者は次のLeber以降展開される交通計画につながる政策の
欠如という批判と解釈されうるが，これは杜会的市場経済システムの危機とも
受けとられ，必ずしもSeebohm個人の責任とは言い難い面も否定できない。
　市場原理を基本とはしながらも，Seebohmの交通政策の前半期においては
調整色が強くうち出された。破壊された輸送力を回復することと，連邦鉄道
（Deutsche　Bundesbahn，DB）の財政的危機を軸とする制度面の整備が必要と
されたからであるω。連邦共和国成立後の交通市場は，それ以前の状況とは大
きく変化した。特に50年代以降多くの人々にとって個人的に取得可能な自動車
による交通が進展したこと，50km以上の遠距離で行なわれる貨物自動車輸送
の割合が増大したこと等に直面し（もち論，これらがすべての原困ではないが），
DBばわずかの黒字（7，170万マルク）を経験した1951年を除き，毎年赤字を計
上し，しかもその額が増えているといった状況を呈している（付表1参照）。
1930年代以降の交通政策≒鉄遭政策という基本線を戦後においてもなお脱却し
にくい事情がここに見い出せるのである。このような背景の下に交通市場にお
ける秩序の樹立，すなわち競争条件を整えるという名目の下に，連邦共和国と
して交通機関を律する法の制定が着手されることとなった。1951年に一般鉄遣
法（AllgemeinesEisenbahngesetz，AEG），達邦鉄道法（Bundesbahngesetz，
　810
　　　　　　　　　　　　西ドイツ交通政策の展開　　　　　　　　　　　185
BbG），1952年に貨物自動車運送法（Guterkraftverkehrsgese屹，GuKG），
1953年に営業用内陸水運法（Gesetz廿ber　den　gewerblichen　Bimenschi迂s－
verkehr，BSchVG）が制定された。これら一連の市場秩序政策の集約的表現
（増井〔16，P．65〕）となったのが，53年の交通政策プログラムの財政的裏付け
を行なった55年公布の交通財政法である。
　一方，AEG，BbG，G直KG，BSch▽G等の一連の法律は60年代に入つて改正
されることとなった。戦後の混乱期を脱し，本来の基本原理である市場原理に
委ねるべく法律体系の再調整が図られたのであ乱交通政策論議において，規
制を含む調整政策を良とするか，自由化政策を良とするかについては，その目
標とは裏腹に，評価は分かれている。西ドイツの交通政策においても，CDU時
代のSeebohmにも2つの政策基調が登場するだけでなく，SPDの諸交通相
の政策の中にも，程度の間題ではあるが，やはり同様の傾向が伺えるのである。
極端な表現をすれぱ，Seebohm時代には交通政策論議のひとつの縮図が見い
出せるのである。
　1－2　交通財政法成立のプロセス㈲とその意義
　交通機関別輸送実績では，1950年代前半においてはやくも，旅客，貨物共，
鉄道の絶対量の停滞ないL後退，シエアの後退，道路における絶対量，シエア
の増大という現象が始まっている（表1，表2）。その結果として，鉄道では未
利用能力が生じ，収入の相対的減少（53年では絶対的にも減少），負債の増加と
なり，道路では容量不足，事故の増大となった。連邦予算も不足していた時代
であった。そこで，自動車産業，自動車運送業者，自動車利用老に財源を求め，
鉄道危機への支援と道路網拡大というつの目的を一挙に解消するために制定さ
れたのが，1955年4月7目の交通財政法（Verkehrs丘nanzgesetz）である。蔵
相Sch鮒er（CSU）が1953年夏から大蔵省を中心に，交通省，DBと協議を行
なってまとめあげた大蔵原案が，多大の議論による惨正，変更を受げた」二で成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　811
186
（単位：億人キ目）j鉄　　道 道　　路 航　空 公芙交通計 タ　ク　シーレソタカー 個人交通j総計
■ （56．4） （43．4） （O．2） （100） i
■1950319（37．7）245（28，9）1（O．1）565（66．7）4（O．5）
　　　　　　　　「278（32．8）r874（100）
（52．2） （47．3） （O．5） （100） 「
52　　≡ 307（29．7）278（26．9）3（O．3）588（56．9）4（O，4）441（42．7）1，033（100）
　　■　（52，O）54！350（27．2）　　■　　　　　　（50．6） （47．3） （O．7） （100）
318（24．7）5（O．4）673（52．3）5（0．4）608（47．3）1，286（100）
（48．4） （1．O） （100）
56403（24，5）386（23．4）8（O．5）797（43．O）5（0．3）846（5ユ．3）1，648（100）
（49．3） （1．3） （100）
401（21．2）11（O．6）814（37．3）6（O．3）1，074（56，7）1，894（100）
（45．8） （52．3） （1．9） （100）
60 386（17．1）．μ1（19．5）16（O．7）843（37．3）7（O．3）1，412（62．4）2，262（1OO）
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表1　旅客輸送実績（1950年代）
286（100）■
262（1OO）■
出典：Verkehr　i皿Zahlen1975．S．148より作成
（単位：億トソキロ）
鉄　　道 内陸水運 遠距離 近距離 パイ　フトラック トラック ラ　イ　ソ 総　　計
1950394（56．O）167（23．7）71（10．1） 72（10，2）一 702（100）52 463（52．1）225（25．3）109（12．3）91（10．3）一 888（100）
54 436（45．9）251（26．4）140（14．7）124（13，O）一 951（100）
56 523（仏．6）323（27．5）181（15．4）147（12．5）一 1，174（100）58 466（40．6）328（2皇．6）192（16．8）160（13．9）1（O，I）1，147（100）
60． 521（38，1）404（29．6）233（17．1）178（13．O）　　　　　　　■30（22）1ユ，366（100）
｝奥＝Vork211r　in　Z目i11帥10弥1S1帖只上O佑蔚
表2　貨物輸送実績（1950年代）
出 ．Verkeh 皿Zahlen1975． ．158より作成
立したものである。以下の考察から明らかとなるように，その基本的着想はそ
の後の交通政策論議に引き継がれ，またとりわけ交通財政法の目的，財源確保1
の方法については，近年わが国で意図された陸上交通特別会計制度構想等に通
ずるものと解釈されうるのである帽】。しかし，負担の公平，その意図の実現可
能性をめぐって，議論の余地は多分に残されているというのが実情である。
　交通財政法の対象とするものは，自動車税法（Kraftfahrzeugsteuergesetz
von1935），運送税法（Befδrdemngsteuergesetz　von1926），鉱油税法（Mi－
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neralδ1steuergesetz　von1953）の改正，アゥトバーンの有料制7〕をめぐる提
案等であった。これらに関する大蔵原案を，交通省，司法省，外務省，経済省
等の関連官庁，内閣，連邦参議院，連邦議会（大蔵委員会，大蔵以外の委員会）
で検討を加え，連邦議会で最終決定をみたのである。この検討のプロセスを要
約したものが表3であるが，同表より大蔵原案が大幅に修正されたことが判明
する。財政をあずかる大蔵省の基本的立場は，課税，増税により税収入増大を
図ることであり，この方針に対して関係箇所より各々の立場を反映した反論が
用意され，議論が展開されたのである。
　自動車税の改正を検討した項目については，半分以上は大蔵原案どおりとな
っている。トロリーバスに対する免税，バス，トラヅク，トラクター，トレーラ
ーは総荷重で課税，乗用車は排気量で課税，乗客8人以上のマイクロバスを乗
用車からバスに分類変更（バスの税率適用），乗用車に対する均一20％の減税，
バスに対する減税見送りの諸項目は大蔵原案が通ったものである。マイクロバ
スの分類変更には経済省の反対があったが，税収の確保・増大と，バス税率の
適用を受げれぱ鉄道と競合関係にあるバス輸送にマイクロバスを使うことは不
利であるとの2つの意図から原案が採用されることとたったが，これはまさに
交通財政法の目的を具体化した一例である。乗用車の減税を20％にとどめるこ
とに対し，経済省，連邦議会経済委員会では100％案（課税撤回）が出された
が，内閣，連邦議会大蔵委員会に支えられれ課税撤回を行なえぱ乗用車の販
売が伸び，道路網へのしわ寄せが深刻になるという論拠である。一方，大型ト
ラックに対する増税は大蔵省，内閣は急進的，交通省はより急進的（道路より
大型トラヅクを排除する目的で）な案を主張したが，経済省が交通業，建設業
への悪影響を考慮の上両案を拒否し，連邦議会大蔵委員会の累進的増税案が通
った。1957年以降，トレーラーについては最初の2ケ年間に25％，セミ・トレ
ーラーについては使用期間中15％の税控除が認められており，大蔵原案はこの
優遇処置を廃止しようとしたが，連邦議会で控除の継統が決定された。建設業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　813
ユ88 早稲田商学第303号
表3　交通財政法の
A、自動専税　　　　　　　　　　　　！
　1．　トロリーバスに対する免税　　　　　　　i
　2．a一バス，トラック，トラクター，トレーラー1
　　　　は総荷重で課税　　　　　　　　　　一
　　b一乗用車は排気量で課税　　　　　　　…
　　　マイクロバスの分類：乗客8人以上　　　：
　　乗用車に対する減税　　　　　　　　　一
　　大型トラックに対する増税　　　　　　　1
　　　トレーラーに対する25％の税控除　　　　1
　　建設業のトラックに対する50％の減税
　　　グブルデッキバスに対する減税
　　バスに対する滅税
B．運　送　税
　　旅客，貨物への課税
　　ケーブルカーへの課税
　　再街電車，トロリー電車，トロリーバス，
　　ハスに．対する免税
4．鉄道小包，郵便小包に対する免税
5．営業用遠距離運送税　7％
6．トロリー電車，バス運送業老に対する減税
7．自家用遠距離運送に対する増税
8．食料品への減税
9．ベルリソ，国境地域の交通への滅税
10．国内航空運送業着への課税
ユ1．内陸水運業者への課税
ユ2．自家用近距離運送業老への課税
C．
i　D．
E．
F．
G．
H．
犬蔵省案
　　ja
　　ja
　　ja
　　j3
　20％
急　進　的
　nein
　nei皿
　nein
　皿eiIi
　j2
　ja
　nein
　nein
　加
　ja
　ja
　nein
　nein
　ja
　ja
ja（1pf）
鉱油税（自動車燃料税）
1、ガソリソヘの増税　　　　　　　　　　　　　　5pf
2一ディーゼルヘの増税　　　　　　　　　，　　3pf
3．嫁動していない自動車，船舶，農耕機械への減税i　　nein
資金の目的拘束化　　　　　　　　　　　一
1．連邦道路　　　　　　　　　　　　　　　　　nein
2．州道路　　　　　　　　　　　　nein
アウトバーンヘの資金調達
L新設への融資　　　　　　　　　　　　＝　　j8
2．通行料金　　　　　　　　　　　　　　1　　ja
連邦鉄道改良への融資　　　　　　　　　　「　　nein
非連邦鉄道への融資　　　　　　　　　　　1　　nein総蚊入　　　　　i・甑…万・M1
他省の立場
経済省　nein
経済省　100％
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に従事するトラックヘの50劣減税，ダブルデッキバスに対する減税は，その廃
止を主張した大蔵原案が認められず，それぞれ経済省，連邦参議院により実施
の運びとなった。
　運送税に関する項目は交通財政法の中で最も多い。鉄道，岳路による族客輸
送，貨物輸送への課税，ケーブルカー，リフトによる旅客輸送への課税はほぼ
大蔵原案が，また，市街電車，トロリー電車，トロリーバス，バス，鉄道小包，
郵便小包に対する免税は大蔵原案に反して認められた。営業用遠距離貨物運送
業老に対する運賃への7％課税，通勤用トロリー電車，バスに対する運賃のそ
れぞれ6劣，4％減税は大蔵原案どおりである。自家用遠距離貨物運送につい
ては，1956年9月迄トンキロ当り3ベニッヒ，それ以降1958年3月迄4ペニッ
ヒ，1958年4月以降5ベニッヒという課税となった。この段階的増税は連邦議
会大蔵委員会の案である。自家用遠距離トラックによる食料輸送への減税は認
めないとの大蔵原案，認めても牛乳に対してのみという連邦参議院の修正案も，
大蔵委員会により牛乳および乳製品，鮮魚，国内果実，野菜，フルーツ・ジュ
ース，ミネラル・ウォーターについてトンキロ当り1ペニッヒの課税にとどめ
るという減税案が成立した。自家用遠距離トラックによる対ベルリンおよび国
境地域内輸送に対する50％の運送税滅税も，大蔵委員会の主張が通った。自家
用近距離運送への1ベニッヒの課税案もまた大蔵委員会の反対で実現に至らな
かった。運送税に関Lては大蔵原案と大蔵委員会の意見の対立，さらに後者の
決定が最終のそれにつながったケースの多いことが示されているが，これは以
下の項目についてはより顕著となるのである。さて，大蔵省は国内航空運送業
者，内陸水運業著への課税を意図したが，前者については交通省，司法省，外
務省によって，後者については外務省によって拒否された。航空に関しては，
当時は国内航空業務が連合国側より許可されていなかったため，課税を行なえ
ぱ連邦共和国の国際民間航空機関（ICAO）への加入が危くなること，リフトハ
ンザに対する外国の助成を遅滞させること，国際法に触れること，航空運賃を
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高めるようになること等が懸念されるため，反対論が最終決定に結びついた。
水運に関しても，ライソ河を航行する外国籍船について当該国政府との交渉と
いう面からの外務省の反対が強く，課税は見送られたのであ乱なお，ライン
河航行については，1868年のマンハイム文書（die　Manheimer　Akte）により
ライソ河沿岸諸国の航行の自由が認められているのである。
　鉱油税（自動車燃料税）の改正については，犬蔵原案は連邦議会大蔵委員会
案にすべてとって代わられた。大蔵省は自動率税（乗用車）の減収，ディーゼ
ル燃料利用著の税制上の優遇処置に対応するために，燃料税の増税を図った。
最終決定となった大蔵委員会のガソルン2ベニッヒ，ディーゼル1Oペニッヒは
内閣のそれ（1ペニッヒ，7ペニッヒ）よりも高い。しかし大蔵原案と較べた
場合，ガソリソに安く，ディーゼルに高くなっている。これはガソリソ利用者
はすでに多くを払っており，税の不公平感を緩和するという意図によるもので
ある。定期的に用いられる自動車，船舶，耕運機への減税も大蔵原案に反して
認められた。
　アウトバーソの有料制は新規財源として大蔵省より提案され，内閣も支捷し
た。交通省も形式上は支持を表明したが，経済省は有料制に伴なう管理費用が
高いこと，利用者の反発を配慮して反対した。連邦議会では交通委員会の反対
に続き，大蔵委員会もこれに追従したため，実現には至らなかった。アウトバ
ーソの有料制はその後のLeberp1anにおげる運送税への対抗案としてCDU
から持ち出されたが，今日迄一貫して無料制が維持されている。
　交通財政法で注目すべき点は，道路特定財源制度が導入されたことである。
わが国と同様に大蔵省ば特定財源制度に反対の立場をとったが，大蔵委員会は
これを支持した。連邦道路建設10ケ年計画㈲に資金を目的税化し，そのうち25
％は都市およびその周辺道路の整備に用いられるべきこと，州政府は自動車税
からの資金を道路建設に使用し，地方道路の整備を怠ってはならないことが決
定された。
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　その他，DB，非DB（連邦鉄道以外の鉄道）への融資も認められた。DBには
本法からの年税収のうち1億5，000万マルクを10年間信用銀行を通して融資す
ること，非DBには施設改良，車両購入に年間1，000万マルク迄の財政支援を
行なうこととなったのである。
　以上の内容より，交通財政法が一石二鳥を狙った，しかも関連機関での多大
の議論の末に成立した，ある意味では妥協の産物ともいえるものであることが
判明する。そこにおいては，受益老負担の市場原理は期待しえないのである。
確かに道路についての特定財源制度は導入されたけれども，それは受益者負担
原則を貫くものではない。同法による年間総収入は連邦議会大蔵委員会の原案
に基づき政府案を1億5，000万マルク上廻る5億マルクとたっているが，その
内訳，さらに配分案を眺めれぱ，部分的た受益着負担制度にすぎないことが明
らかとなる。税収見込みは，自動車税8，900万マルク，運送税4，100万マルク，
鉱油税3億1，600万マルクの計4億4，600万マルクである。連邦税である運送税，
鉱油税3億5，700万マルクのうち，支出対象はアウトバーソ新設に1億2，OOO万
マルク，DBに1億5，OOO万マルクの投資，非DBに1，000万マルク，違邦遠距
離道路に8，700万マルクである（支出が1，000万マルク多いのは法律施行時期の
問題のある初年度のみ）。したがって，アウトハーソと連邦遠距離道路より成
る連邦幹線道路には鉱油税収入の3分の2程度しか充当されないことにたるの
である。そこで，SPDが独自の交通財政法により自動車産業からの総税収を連
邦，州，地方自治体の共通の道路基金にすることを提案した時（1959年10月7
日）とほぼ同時期に，連邦政府は道路建設財政法（StraBenbau丘nanziermgs－
geSe吻）を立案し，自動車税と鉱油税の増税，鉱油税の増税，鉱油税の大部分
を道路建設に目的税化することを図ったのである（1959年9月20日）。同法は
翌1960年3月9日に連邦議会を通過し，鉱油税の50％が道路建設の目的拘束財
源となった。ガソリソ税，ディーゼル税をリッター当り各々2ベニッヒ，4ベ
ニッヒ引き上げることで，4年間で80億マルクを連邦幹線道路の新設に充当す
　818
西ドイツ交通政策の展開 193
ることとたったO
　1－3　交通小改革
　交通においては受益者負担原理の貫徹がなされ難いのは事実である。杜会的
市場経済の原理も厳密にその貫徹を要求している訳ではない。しかし，負担に
ついての公平感が著しく損われると，政策不信につたがる可能性が否定できな
くなる。結果としては鉄道と道路の調整という形になった交通財政法でも，そ
の成立プロセスでは連邦議会大蔵委員会を中心として，公平を緯持を保つよう
な努力が払われた。また，50年代の政策論議を通じても，競争原理への指向は
伺えるのである⑨。
　交通財政法以降もDBの経営状態は悪化の方向にあった。とりわけ，1957年
にはその損失は6億7，830万マルクとこれ迄の最高に達したのである。交通省，
大蔵省は1958年にCDUの交通委員会委員長Friedrich　Brandを長とする委
員会を組織し，DBの健全化を検討することとなったω。同委員会は1960年1
月30目に最終報告を行ない，DBは投資資本を受げ入れるべきこと，企業べ一
スで経営を行なうべきこと，人員削減，管理機構の改革を行なうべきこと等を
提言した。賃率強制の緩和と共に，賃率調整，賃率認可，賃率固定の方法をめ
ぐる秩序を交通省に促Lた1959年10月10目の通称Beyer委員会の報告に続き，
Brand報告は交通政策に市場原理を導入することも最も強く提唱したもので
ある（M刮1er－Hermam〔19，S．76〕ただし，傍点は筆老）。
　Brand委員会の意見書を受げて交通政策の緊急プログラム（Sofortpro－
gramm）が策定され，1961年8月1日には，貨物自動車運送法（GむKG）第4
次改訂法，　般鉄道法（AEG）改正法，連邦鉄道法（BbG）改正法，営業用内陸
水運法（BSchVG）改正法が制定された。これら一連の改正法を総称してr1961
年の交通小改革（die　kleine▽erkehrsrefom）」と呼んでいる。法改正による
市場原理への回帰を小改革と通称Lているのであるω。交通小改革の内容は
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AEG第8条（競争条件），GiKG第7条（平等な競争条件の基礎におげる交通
秩序），BSchVG第33条の基礎条項（Bas1sparagraph）において示されている
（Ewers〔7，S．130〕）。同様な文章で綴られている上記条項をたどってみると，
　（1）連邦政府は，最善の交通条件を提供するという目標をもって，運送業者
　　の競争条件が均等化されること，かつ，市場に適Lた運賃・料金および運
　　送業老の公正な競争を通じて，国民経済的に有意な輸送分野の調整が可能
　　となることを行なわなげれぱならない，
　（2）連邦交通大臣は，さまざまな運送業者のサービスおよび運賃・料金を，
　　不当競争防止のために必要な隈度において，相互百こ調整しなげれぱならな
　　い，
　（3）連邦交通大臣は，賃率の認可に関する基準を公示することができる，
とたっている。交通政策の重点は，方法論的にも競争原理が機能するための条
件づくりに置かれたのである。その中心施策は，市場での競争促進のための条
件の均等化（A㎎leichmg　der　Wettbewerbsbedi㎎ungen）であった。国民
経済的に有意な輸送分野（eineマo1kswirtschaft1ich　simvol1e　Aufgaben－
tei1mg）はa　prioriに存在するのではなく，公正競争に基づく市場価格を通
じて決定されるべきであるという論理展開が伺える。しかし，そのためにどの
ような条件づくりを行なうべきかについての具体論の展開は十分ではなかった。
少くとも，交通サーピスの生産関数の重要な説明変数であるイソフラストラク
チャー・サービスをどのように用意するかという点のここの意味（国民経済的）
での検討の手掛りは，70年代を侯たねぱならなかっも
　自由化政策はその後も引き続いて進められたが，理念と現実が一致するとは
限らなかった。ちなみに，Adenauerの後を受げて宰相に就任Lた，杜会的市
場経済の推進者Erhardは1963年10月18日の政府説明で，運送業者間に自由化
政策の十分な推進がみられたいことに不満の意を表明Lた。一方，1960年に連
邦負担の欠損調整額（Ausgleichzahlmgen）がDBに与えられたにもかかわ
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らず，DBの欠損は増大するぱかりであったし（付表1），さらに遣路と鉄道を
比較した場合，イソ7ラストラクチャーの伸び率が道路の方に高く，したがっ
て総付加価値の伸び率において鉄道の方が低い（付表2）という短絡的な思考
に基づき，競争条件の均等化が達せられていないとの見方が行なわれたことは
考えられるのである幽。
　自由化政策は市場条件に依存する。したがって，市場条件が整えられないと
Lたならぱ自由化政策の後退は余儀なくされる。しかL，規制政策を展開する
としても，政策当局が市場参加考の選好を十分に把握しうることを前提としな
けれぱ，さらにその結果を尊重するような政策を行ないえないとしたならぱ，
規制政策も有効には機能しえないこととなる。Seebohm時代後半の自由化政
策は，1966年の2大政党の犬連合によって，SPDの側から交通相に就任した
Leberによって大きな変革を迎えることとなる。Seebohm以降はずっとSPD
の交通相の時代となり，CDU／CsUの交通相は1983年のDo1linger迄侯たな
けれぱならなし・o
注（1）シレジア生れ（1903年）のSeebohmは，戦前鉱山技士としての訓練を受げた。
　　戦後，二一ダーザクセソ州の地方党として結成され，北西部を基盤としたDP（ドイ
　　ツ党）の党首とたった。保守小党DPが消滅，CDUに吸収されるに伴ない，彼は
　　第4次Adnauer内閣以降，CDU所属として交通大臣の任にあたったのである。
　（2）旅客において，個人交通と公共交通の比率が人キロベースでほぼ等しくなるのは
　　1955年に至ってである。
　（3）工業生産の破壊率を推定することは，資料面で困簸がある。一般的には，鉄鋼業
　　10％，化学工業10～15％，機械工業15～20％，繊縫工業20％にすぎなかったという
　　解説が与えられている（Grosser〔8，邦訳P．100〕）。また出水〔6，P・13～19〕では多
　　くの資料を基に工業生産の破壊率は20％という推論を行なってい飢
　（4）この事情はわが国にも該当する（角本〔14，p・176〕）。ただし，わが国の場合，国
　　鉄が欠損に転じたのは1964年であるという状況が西ドイツのそれとは異なってい札
　（5）交通財政法成立のプロセスに関する主たる論述は，筆着が関連資料を断片的にし
　　か収集できなかったという理由から，道路緩和法と交通財政法を体系的に追求した
　　Brauntha1〔5〕の研究に負つている。
　（6）このような直接的な表現を用いている訳ではないが，M刮1er－Hermam　a・a・O・，
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　S．75，増井〔16，p．66〕でも，同じょうなニュァソスが伺える。
（7）1928年Hansest岩dte～Frankfurt～Base1（亘afraba）間に計画され，1932年8月
　6日にK61n～Bom間で最初に開通し，その後拡大されていったアウトバーソは
　無料で供用された。戦後西ドイツが引き継いだアウトバーソの延長距離は2，119km
　であった。
（8）1956年を初年度とする10ヶ年計画は1，690kmのアウトバーソの新設，17，500km
　の連邦遠距離道路の改良を目的としたが，実現には至らず，計画は1957年の連邦遠
　距離遣路建設法に引き継がれることとなった。
（g〕M測1er－Hemama．a．O．，S．77にょれぼ，50年代の議論の4つのテーマは，①
　競争条件の平等化，②国とDBとの関係，③投資の財源調達，④弾力的な運賃設定
　であったという。
（ユO　Brand委員会報告の内容とその反響については，増井〔17，P．4～8〕で詳細に紹
　介されている。
ω　ただし，交通都こよる最新の資料では，「交通政策の変更」という名称は用いら
　れているが，「交通小改革」という表現は見られない（BMV〔4，S．16～17〕）。
⑲　例えぼ，Haarusw〔11，S－120〕では類似の推論を行なっている。
2．　Leberp1anと　LauritzenのKursbuch
　2－1　Leberp1anの展開と反響
　西ドイツ政治史上画期的な出来事である，1966年12月のCDU／CSUとSPD
の2大政党の大連合によって成立したKiesinger政権では，大連合ゆえにCDU
の閣僚ポスト数が減ったため，交通相には建設・土木労組委員長でSPD右派に
属するGeorgLeberが任命された。1969年のSPD・FDP政権誕生によるSPD
主導の時代の到来に先立つて，交通相のポストはSPDに移つたのである。
　Leberが就任した前後の経済状態はすでに繁栄の60年代というには程遠かっ
た。1970年価格の実質GNPの成長率は1966年で2．3％，67年ではム0．2劣とマ
イナス成長となった。加えて，彼の認識した交通市場では，①DBの経営状態
が相変らず満足のいくものではない，②道路網への負担が多く，安全面で支障
が生じている，③道路では，営業用遠距離貨物運送が増えると共に，自家用遠
距離貨物運送が超遇比例的に増加Lている，④大都市での交通密度が垣常的に
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増している，⑤新規参入の自由な内陸水運市場での運賃が，容量超過のために
低落している，という間題点を抱えた現象が顕著となっていた。とりわげ，相
互依存的と考えられた，①，②の現象はSeebOhm時代の交通財政法への切掛
とたった点でもあり，Leberp1an立案の主要な背景を構成している。DBの赤
字は，1960年から連邦負担による欠損調整額の交付を受げているにもかかわら
ず，ほぼ10年前の交通財政法当時よりはるかに増大し，1965年には10億マルク
を優に突破しており，1967年には15億マルクにも達したのである（付表2）。こ
れらの基幹的間題と共に，貨物輸送におげるDB対営業用貨物自動車運送，営
業用貨物自動車運送対自家用貨物自動車運送の調整問題，都市交通における混
雑と都市交通企業の経営間題，内陸水運の運賃問題等が政策論議とLてより顕
在化してきたのである。Leberは自ら自由主義経済秩序の信奉者であることを
標樗しながらも（レーバー〔15，p．3〕），市場原理でこれらの諸問題に対処する
ことは困難であると考えた。就任以来9ケ月間，すべての交通機関を対象とし
た5ケ年計画（1968～72年）を精力的に検討L，その結果を1967年9月22日ω
に新しい交通計画（BMV〔2〕）として発表した。これが通称Leberp1anと呼
ぱれるものである。同計画は，Seebohm時代にはみられなかった，西ドイツ
の交通政策に新しい方向を導入したものであり（BVM〔4，S．19〕），わが国の
政策論議にも少なからざる影響を及ぼしたのである。
　Leberp1anで提唱された特徴的な主要内容としては，まず，標的となった道
路輸送について，
　（1）1968年7月1日より，積載量4トソ以上の車両を用いる営業用遠距離貨
　　物自動車運送に対してはトンキロ当り1ペニッヒ，営業用遠距離家具運送
　　に対してはO．1ベニッヒ（容積キロ当り），自家用遠距離貨物自動車運送に
　　対しては3～5ペニッヒの運送税の導入｛到，
　（2）1970年7月1日より遠距離道路運送における28品目，とりわけ大量・重
　　量貨物（穀物，木材，建築材料，鉄鋼，圧廷鋼等）の運送禁止，
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　（3）免許数（割当て認可数）の20～25％の減少，
　（4）小型車両を導入するという目的での免許システムの変更，
　（5）技術上の規定の変更，とりわけ安全性強化のためトソ当りの最底馬力を
　　6馬力から8馬力に引き上げ（25％アップ），
等が示された。また，合理化を要求された鉄道については，消極的合理化
（passive　Rationa1is｛ermg）として，
　（1）DBの約43万5，OOO人の従業員のうち，1967～82年の期間内に8万2，OOO
　　人（管理部門7，000人，現業部門7万5，000人）の削減，
　（2）6，500kmの不採算支線の廃止，
積極的合理化（aktive　Rationalisiem1g）として
　（3）顧客獲得への商人的方法の導入，
　（4）遣路輸送との協調（ピギーバック方式‘割，コンテナ輸送），
等がうたわれ，DBの投資計画の実行には計函期間中毎年25億5，000万マルク
が必要であるとされた。輸送実績の動向からすれぱ，鉄遣への要求に較べて道
路輸送への要求がはるかに厳しくたっている。ここに，トラックを規制して，
貨物輸送需要を政策的に鉄道ヘシフトさせようという明確な意図が伺えるので
ある。内陸水運に関する近代化計画としては，その市場機能の改善という目標
より，旧い不経済船のスクラップ，新造船への補助14〕，貨物運賃の安定，長期的
容量規制等が，また想定された航空の10ケ年計画には，空港の拡張，航空管制と
航空安全の改善が含まれていた。また，Berlin，Frankfurt，Hamburg－Ka1ten－
kirchen，M舳chen第2空港への連邦出資もうたわれた。大都市交通問題では，
Leberplan発表に先立って財源確保に向けての手段が講じられていた。1966年
12月23日の租税改正法（Steuerandemngsgesetz）によって，鉱油税がリヅタ
ー当り3ベニッヒ引き上げられ35ペニッヒとなった。この増税分の3ベニッヒ
は地方自治体（市町村）の交通条件改善のための目的拘束財源とされ，1967年
1月1日より地方自治体の道路建設と公共近距離旅客交通（2－2注（9）参照）
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に充当されることとなった（その配分の割合は60：40）。なお，鉱油税からの
地方自治体の交通条件改善のための特定財源制度の財源は，1972年2月の交通
財政法，1973年6月の鉱油税法改正法，1981年3月の鉱油税および蒸留酒税改
正法による鉱油税の増税に際しても，常にリッター当り6ベニッヒが堅持され
ている帽〕。
　野心的なLeberp1anは市場原理を離れ，積極的な政府介入を行なうものだ
けに内外において烈しい議論を呼んだ。しかし，Leberは早くも1967年11月8
日には閣議了解をとり付げた。批判が展開されている中での彼の速やかな行動
成果は，Leber自身の政治的地位を堅固なものとすることにつながっていった
のである。国外からの反響としてはEC諸国，とりわけ西ドイツと競合する分
野をもつオラソダからの強い批判があった。Leberplanが実行に移されれば，
EC内の取引に従事する運送業考を窮地に追い込む危険性がある，またオラン
ダの港を経由する貨物が減少する可能性が強いというものであ私物理的には，
大陸の中に国境をもっていることが犬きな要因と恋っている批判である。国内
においても，政界，学会，業界からの賛否両論が活発にたたかわされた。政界で
は，Leberと同じSPD所属の経済相Schil1erが，この計画により自動車産業
が圧追され，1966～67年のリセッションからの回復が危くなるとの批判を行な
ったが，宰相Kiesingerは同計画を是認した。CDUの側からは，交通機関の
自由選択の権利の擁護，DBの企業べ一スでの経営の必要性をうたったいわゆ
るM剛1er・Hemann案が連邦議会に提出された。彼の提案は運送税への反対
と，代案としてのアウトバーソの有料制（有償容量に基づき，年額で料金を徴
収する制度），自家用運送の免許制（当該企業が自らの貨物に鉄道，既存の営業
用トラックでの輸送サービスが得られないことを証明した場合に限って免許を
交付）をも含んでいた。大連合内閣の複雑さゆえに，CDU／CSUの内では，閣
僚は公式的にはLeber支持，他のリーダーはM直11er－Hermam支持というよ
うに，見解の一致がみられていた訳ではなかっ㍍しかし，受益者負担原則の
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立場を相対的により強く打ち出したMOller－Hermann案の影響力はLeberに
修正を余儀なくさせていくのである。学会におげる批判はSeidenfus〔24〕，さ
らにはFrankfurter　Allgemeine紙におげるHamm〔12〕のそれ等が代表的
である。利用者の選好とは逆にトラヅクヘの規制政策を強化することによって，
鉄道を蘇生させることが果して可能かという点への理論的，実証的疑問が投げ
かけられたのである。業界ではDBの支持（0eftering〔22〕），ドイツエ業連
盟（BDI），ドイツ商工会議所（DIHT），ドイツトラック協会（Bundesverband
des　Deutschen　G肚erfemverkehrs　e．y．）の反対論が展開された。
　1968年6月，LeberはCDUのリーダーとのトヅプ交渉に臨み，修正案がま
とめられ，その結果とLて新計画は1969年1月1日に発効の運びとなった。妥
協とみなされる諸点は以下のごとく整理されよう。
　（1）運送禁止項目の撤回，
　（2）道路利用料金の導入を含めた上で，運送税を2年間に限定（時隈立法），
　（3）道路の最適利用のために，交通省に行政命令権限の付与（目曜，祭日に
　　おげる大型トラノクの通行禁止等），
　（4）交通関連処置（道路と鉄道の協調）に対し，4年聞毎年2億5，000万マル
　　クの公債の発行，
等である。（1）は最も議論の多かった項目で，Leberが自らの提案を撤回した形
となっている。運送税も時隈立法とはなったが，部分的には成立しており，ま
た（3），（4）に見られるごとくLeberの考えは大1鰭に後退した訳ではない。それは
彼自身の政治力に負うことと共に，交通をとりまく環境が事実として悪化して
たとの判断がなされており，例え荒療治の感はあっても何らかの手段によって
の対応が必要とされたという背景があったためと推察されうるのである。
Leberの政策展開で大きな位置を占めているのは，通路費（WegekOsten）
負担の問題である。通路費問題は，その厳密な算定が困難であるということと
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共に，これを政策上どう位置付けるについては議論が分れるという性質のもの
であ乱交通機関間の通路費の負担の公平をはかることによって競争原理に委
ねようとするのか，あるいは負担割合が異なるということを規制政策，補助政
策の根拠とするのかは，例え政策目標には変りはないとしても，市場形態に異
なった影響を及ほす可能性が強い。Leberplanでは競争条件の均等化（An－
91eichu㎎derWettbewerbsbedingu㎎en）の必要性が説かれており，Leber
自身も訪日の際の講演でもこの立場を明確に表明している〔レーバー，前掲書，
p．ユO〕。しかし，そこには吟味が必要とされるのである。
　交通省は1969年6月に通路費の検討報告書〔1〕を明らかにした。Leberの
命じた検討作業はこの種のテーマでのはじめての試みではないが，それ自体が
議論の出発点となりうるので，その基本的な計算プロセス，結果の概略を眺め
ることとしよ引創o
　対象となっているのは鉄道，道路，内陸水路であり，1966年度データに基づ
き，通路費が料金収入によってどの程度カバーされているかを求めている。費
用の溝成としては，通路にかかる全費用を，1966年換算の再取得伍椿に基づく
資本関係費（減価償却費と利子費用一利子率は1958～67年の10年間の利子附
公債の平均利子率6．5％を採用一）と経常費（維持費，運営費および交通警
察費を含む管理費）とし，後者には1966年度の実際の支払額が充当された。こ
れから交通機能に関係ない都分（遣路6．1％，内陸水路42％）を控除して，鉄
道50億2，500万マルク，道路150億280万マルク，内陸水路6億8，240万マルクの
通路費が算定される。一方，収入についてみると，鉄道の場合は軌道部分の運
賃収入，道路の場合は自動車税，燃料税による税収と駐車料金収入，内陸水運
の場合は航行賦課金収入をもって充当している。費用と収入を一括Lて示すと
表4のとおりとなる。この算定結果から，旅客の通路費負担の割合は道路で高
く（91．7％），DBで低くなっている（59，O％）が，貨物ではDBは76．1％を
負担しているのに対L，トラックを中心とした貨物運搬車では53．9％と半分強
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表4　通路費とその負担割合
費用（A）　蚊入（B）　負担割合
　　　　　　　　　（B／A）
鉄道
　連邦鉄道
　旅客輸送
　貨物輸送
　非連邦鉄道
百万マルク　　百方マルク　　　　　％
5，025．0　　　3，420，5　　　　　68．1
4，780．7　　　3，318，8　　　　　　69．2
1・861．4　　　1，097，8　　　　　59．0
2，919．3　　　2，221，0　　　　　76．1　’
　244．3　　　　101，7　　　　　41．1
道路　　　　　　　　　　15，002．89，938，6　66，2
　全額納入義務のある国内動力車両交通　　　　　12・416・1　9，546・51　76・9
　オートバイ他　　　　　　111・1　舳18＆2　乗用車　　　　　　7，283．16，678－6－　g1．7
　貨物運搬章ω　　　　　　　　　　　　4，860－9　2，624．4－　53．9
賃別車要　　　　、：lll，1：1引、：：l1
全額ないし一部納入義務免除の国内動力輌交通1・85＆5321・51帆3
　紬入義務免除の国内章両交通　　　　　　　　　　　352．8　　一　　　　一
　外国章両交通　　　　　　　　　　375，5　　70－6－　1＆8
内陸水路 　佗〕538．1 肌・」λ・
出典：〔1〕
注ω　トラヅクの負麺割合は3．5トソまで68．7％，305～9．Oトソまで69．4％，9．0～12．0トンまで72．6劣，12．0
　トソ以上45．8劣であるo
②　全費用6億8，240万マルクのうち，ライソ河等繍入義務のない水跨の費用1億4，430万マルクを除いた額
　である。（L誼udt2enのKu鵬buohでは全水路に繍入義務を課すことが提案されている。）
が負担されているにすぎないことが示されている。特に12トン車以上は半分も
負担していない（45．8％）ことになっている。報皆書では，これらの値はあく
までひとつの指標にすぎないことが強調されているが，Leberの提案の基礎に
たっていることば十分に推察されうるのである。
　したがって，この通路費計算の結果はどこまで斉合的にたされているかω，
また，この計算結果が妥当であると認めた場合でも，Leberの提示Lた内容と
この結果が数量的にどう結びつくのか，さらには通路費の負担割合が異なると
いうだけで交通機関間での需要シ7トをはかるという論拠が成立しうるかが問
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われなげれぱならない。その意味で，通路費の負担割合の均等化によりどこま
で公正競争が期待できるかという基本的間題点と共に，同報告からは検討すべ
き課題が数多く提供されているのである。
　Leberの新しい交通政策の導入にもかかわらず，DBの赤字は一時的減少の
後，1971年には25億マルクの巨額額に達した（付表1）のである。少くともDB
に関する限り，Leberplanを積極的に評価する理由は見い出しにくいのであ
る。なお，Leberはこの新政策によって政治的地位を不動のものとし，第2次
Brandt内閣，第1次，第2次Schmidt内閣で国防相に就いたのであるが，
1977年12月女性秘書の連邦共和国，NAT0へのスバイ活動が摘発され，失脚
していくのである。
　2－2　Kursbuchによる公共交通優先政策
　SPD　Brandt内閣改造前にLeberから交通相を引き継いだLauritz
Lauritzenは，宰相Brandtと共に公共交通優先政策を推進した。この政策は，
ある局面に限っていえぱ，Leberの政策理念を継承するものとも評価されうる
のである。派生需要としての交通需要に杜会政策的観点から接近しようという
Lauritzenの交通政策は，1973年6月に公表された通称Kursbuch（BM▽〔3〕）
において明らかにされている帽］。Lauritzenは在任期間が短かっただけに，
Kursbuchは彼の基本的考え方を知るほとんど唯一の資料といってよいのであ
る。
　大連合の後，1969年10月より戦後初のSPD主導内閣を運営したBrandtは，
総合交通計画の必要性，それに対する交通学のより一層の寄与の必要性を唱い
た。Brandtの1973年1月18日の政府声明においては，①都市での生活条件の
改善のため，公共近距離旅客交通（倣entliche　Persomahverkehr，OPNV）胞〕
は個人交通に優先するという見地から，その間題解決がはかられなげれぱなら
ない，②鉱滴税の目的拘東財源部分を交通政策の他の目標に拡大利用すること
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を提案する，ただL連邦遠距離道路の建設は続行する，③交通安全を重要課題
とする，④環境に保全的であり，国民経済に便益を与え，杜会に不可欠な鉄道
の重要性を再認識し，連邦政府は自立不可能な鉄道に，とりわけそのネヅトワ
ークの伸展と近代化に支援を行なうべきである，という4つの中心点が強調さ
れた。この声明を受げ，同年6月Lauritzenは『人間優先：交通政策の指針
一交通相Lauritzen博士の考え方一（通称Kursbuch）』を公けにしたの
である。Kursbuchの内容は，現状認識，交通政策の目標，採用されるべき施
策（OPNV，DBに対する交通政策上の対応，交通安全，イソフラストラクチ
ャー政策，秩序政策，環境保全，ECの交通政策と国際協調）から構成されて
いる。目標理念，その施策は中期（一部は長期）のものであり，年間予算，中
期財政計画のフレームの中で順に実施可能とされている。しかし，Kursbuch
は具体性を備えた政策計画案とはいい難く，基本的考え方の提示に重点が置か
れたものである。
　Brandt，Lauritzenによる杜会政策の中に位置付けられる交遠政策の基本目
標は，公共交通，とりわけOPNVの優先である。とはいえ，6PNV優先と主
題の人間優先とがどう結びつくのかについては，必ずしも客観的に説明されて
いる訳ではない。公共交通優先を実行するに当っては，市場の動向から判断し
て政策介入の必要なことが想定される。r市場経済原理により交通政策を行な
うという従来の基本的傾向から，市場原理が交通のすべての領域に適用されね
ぼならぬことが意味されるとは限らない」という通常の表現の中にも・むしろ
当該目標達成には市場原理は有効ではないというニュアソスが強く伺える。こ
のことは次に続く，「過去において，自己経済性の強調から，個人交遼をOPNV
より優先させた結果ω，公共交通のシエアが後退し，とりわけ大都市における
生活の質が著しく低下した」，したがって，r交通政策がこのような杜会的二一
ズと私的利益との間に発生しうるコンフリクトを妨ぐように機能しなけれぱな
らない」という内容から類推されるのである。Lauritzenの考え方を進めてい
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く上では，公共交通優先が人間優先につながることへの市民の同意，公共交通
の側における自らの経営合理化（S一バーンの経営形態をも含めて），政府の政
策が目標達成に機能しうること等が前提とされなげれぱならない。
　公共交通優先の背後にある交通政策の目的は，①交通をより効率的に，より
安全にすること，②交通を環境に対してより保全的にすること，③交通をより
空問節約的にオーガナイズすること等であり，これらは長期的に，現在の交通
構造を徐々に変えることによってのみ達成されうるとしている。また，交通へ
の二重の支払いを避けるために，①費用のかかる個人交通への投資支出，②公
共交通施設に対して増大Lている補助への要求，③道路交通が原因者となって
増加し続けている環境破壊，交通事故への負担等の状況には留意しなけれぼな
らないことが説かれている。
　Lauritzenが検討の出発点とした交通需要の現状（1972年）と予測（現在の
交通条件が続くものとして予測された1985年の値）は表5に示すとおりである。
貨物（トンベース）においては鉄道のシエアの減少，内陸水運とパイプライン
の絶対量，絹対量が増加するという推移が予測されているが，問題はシエア
（人べ一ス）の変化がほとんどみられない陸上旅客（鉄道プラス道路）にある
という。絶対量で個人交通が増加すれぱ，DB，OPN▽企業の経営悪化に伴な
う負債が増し，交通事故も増大する，さらには騒音，排ガスが人々の健康，福
祉を侵し，都市集積地におげる遣路建設のための土地需要が住居と，レクレー
ショソ，労働の可能性を奪うという論理である。私的費用だけの経済計算では
杜会的効用を決定するのに適切ではないという，いわゆる杜会的隈界費用に基
づく資源配分が提唱されているω。これは通常，市場原理では実現されないの
である。
　標的にされているのはここでも道路交通で，①それ自体国民経済的には費用
のかかる交通システムである，②道路交通が増大Lている原因の大部分は，国
民経済的費用のかなりの部分を自ら負担せず，一般の人々に転嫁していること
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表5　交通量（現在と将来）
陸
上
旅
客
個人交通
◎PNV
鉄　　　　道
計
近距離道路運送
そ　　の　　他
　鉄　　　　道
　内陸水運
　遠距離道路運送
　パイプライソ
　　　計
1972年
（74．1均
　200億人
（22．2）
　60
（3，7）
　10
（100旬
　270億人
　（70．O旬
　　20億トソ
　（30．O）
8億6，100万トソ
　（12．5）
36，000
　（7．9）
22，500
　（6．6）
19，000
　（3．O）
　8，600
　（100％）
28億1，100万トソ
1985年
（74．7旬
　260
（21．6）
　75
（3．7）
　13
（100均
　348儘人
　（71．4旬
　　35
　（28．6）
14億　　万トソ
　（9．7）
47，500
　（8．2）4
　（6．1）3
　（4．6）
22，500
　（100旬49慮　　万トソ
注ω　OPNVは通常の統計と異なり定期公共遣路輸送のみ
12〕鉄道（旅客）は軌道近距離についてのみ
1割　人口分布は1970年にはその半分が7％の国土に集まっているが，1985年に
　は全人口の3／4が都市地域に集中することになる
にある，③連邦，州，地方自治体は過去20年間，遣路の建設，更新，維持，安
全促進に，自動車税，鉱油税（燃料税），駐車料金等の収入以上に支出してい
るω，④連邦の道路交通への支出は道路の建設関係に対してだけでなく，交通
事故，ストレス，汚染，騒音等の結果，障害者となった人々への杜会保険支払
いにも振り向けられねぱならない，⑤交通混雑による時間損失により，国民経
済的にはかなりの費用を失なっている，という認識が与えられている。
　Kursbuchにおいて提唱されている具体的施策は，OPNVをはじめとしてほ
とんどすべての分野にわたっている。中心的課題であるOPNVについては，
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その利点を強調Lた上で，費用をカバーLえない場合には州政府も支出すべき
こと㈱，個人交通を都心でより有効に規制するための法改正，が指摘されてい私
具体的手段として，大都市におけるOPNVのインフラストラクチャーの整備
健進，むPNV企業の財政状態の改善，売上税の払い戻し，混雑地域における
協調促進による交通サービスの向上（すでに，Hamburg，Mむnchenでは運輸
連合は結成されていた），OPNVを考慮した交通計画と都市計画の結びつき
（計画の前段階で都市建設促進法と地方自治体の交通財政法の調整），歩行老ゾ
ーソの設置，交通管制システム・駐車管制システムの導入による都心部での交
通流の再編等が挙げられている。混雑地域においてはOPNVにより多くの資
金が投入されるべきであるが，構造的に交通条件が不傭な地域では遣路建設に
より多くの資金が用いられるべきであるとされている点は弾力的である。
　DBに対する交通政策の最も重要な目標は，①国民経済的見地からの鉄道と
道路のより良き分業，②国の鉄道としてその機能が維持されねぱならないDB
の収入獲得力の強化と改善，③連邦の支払いの減少等に置かれ，それらの達成
には長期間が必要で，資本投資が高められねぱならないとされている。鉄道ネ
ットワークは定常かつ大量の交通量のある所に集中すべきであり，また集中化
と同時に，ネットワークの伸展と近代化に連邦政府が支援すべきことが指摘さ
れている。地方不採算路線のバス輸送への転換，小量物品の取扱い駅・積換え
所の減少等，ここでも弾力的た理念が展開されてい乱補足的手段としては・
将来生ずると仮定されている損失への事前融資の廃止，130億マルクに達する
旧債務の棚上げ，自動連結器への投資財源の創設，内陸水運に較べて高く恋っ
ているインフラストラクチャー・コストの補填等が必要であるとしている。
　交通安全に関しては，道路，鉄道，航空，内陸水運にわたって検討が加えら
れている。最も深刻な状況を呈している道路では，1973年11月に総合安全計画
が提示される手筈になっていること，航空で，民問，軍隊の協調で長期的には
ひとつの機関（オーソリティー）によるすべての航空機の管制システムを目標
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としている（一部地域ではすでに乗施）点等が特徴的であ私
　イソフラストラクチャー政策は，1973年10月の『連邦交通路計画一第1ス
テージ（BVWP1）一』につながっていく。同計画は鉄道，道路，水路，航
空，パイプラインのすべてを対象として策定されたという意味での最初の総合
的イソフラストラクチャー整備計画である（なお，一連のイソフラストラクチ
ャー計画については拙稿〔26〕参照）。Kursbuchでは，道路建設については，
構造的に交通条件の不備な地域に優先権を与えること，一時的には遣路建設を
制約するようになる鉱油税の目的税部分を他の交通目的に拡大すること，アウ
トバーソ9ルートの建設を数年内に完成させること，鉄遣については4路線の
建識1に政府の財政援助が必要なこと，新交通技術については遠距離交通にお
ける高速鉄遣（Hochleistmgsschne11bahn，HSB）は魅力的だが高価である
ので今後引き続き検討する必要があること等が中心的に提示されている。
　秩序政策は運賃政策，禁止および規制を含む容量政策，課税政策を内容とし
ている。なお，Kursbuchでの容量政策は投資政策を含まない，いわゆるソフ
ト面での政策である。運賃政策では，DBの貨物輸送におげる枠認可（Rah・
mengenehmgmg）㈲は成功との評価が行なわれ，鉄遣遠距離旅客輸送での総
費用をカバーする運賃設定の必要性，OPNVでの賃率の認可，規制の必要性
がうたわれ，トラック，内陸水運におげる運賃規制緩和の方向が示された。容
量政策では，遠距離トラックのバラソスある容量政策（免許政策）の継承，一
貫輸送（ピギーバヅク，コンテナ）の促進が提唱され，課税政策では，乗用車
のエソジソ馬力による3段階の課税案，セミトレーラーの自動車税の免除等が
意図されている。
　環境保護は陸，海，空にわたって検討され，ECの交通政策，国際協調の関
係では，調和と自由化がうたわれている。後者の調和手段では，さまざまな自
動率税の構成の調整，ディーゼル・オイルの税率の調整，商用車の重量と規格
の調整，イソフラストラクチャー・コストを鉄道，トラヅク，内陸水運への同
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じ補償システムによる協定を通して配分すること，ライソ河を含むすべての水
路における通行料の導入，内陸水運に対する杜会的規制，道路交通における杜
会的規制の補足等が計画されている。また自由化の手段としては，貨物輸送に
おげる市揚に即した運賃構成の創設，国際，国内のトラック輸送の容量規制の
一様な原則の設立が述べられている。ECにおいては自由化政策が基調である
ので，Kursbuchでの論調は通り一遍に終始している。対EC政策と対国内政
策の調整が検討されなげれぱならない。
　Kursbuchにおいては地域政策的な観点からは確かにかなり弾力的な方向が
示されている。Lかし，Leberplanに比較した場合，相対的な意味ではむしろ
Kursbuchにおける方が共同経済性が強調され，競争原理への不信感がより顕
著であると解釈されうる。前老はトラックの規制を通Lての鉄道（DB）の保護，
後者はOPNVの優先が主題という差はあるが，両老を貫く考え方を眺めてき
たプロセスから，このように推論することは客観的といえよう。
　Brandt，Lauritzenの改革の志は，1973～74年の第1次エネルギー危機とそ
れに伴なうリセッションによって後退せざるをえなくなる。改革政策を裏付げ
る財政的可能性が変化したからである。この事情は，最初のインフラストラク
チャー整備計画であるBVWP1にとってもまた同様に作用することとなるの
である。
注（1）Leberp1anがいかに論議を呼んだかの先鞭を示すものとして，同計画が発表され
　　た1967年9月22目の金躍目をVerkehrsmndschau紙は「暗黒の金曜日」（der
　　schwarze　Freitag）」と呼び，批判を展開Lはじめたといつた例が指摘されうる。
　（2）　この運送税はレーバー1ベニッヒ（Leber－pfennig）とも呼ばれている。なお，
　　自家用遠距離貨物自動J宮については，積載量4トソ未満3ペニッヒ，6トソ未満4
　　ペニッヒ，6トソ以上6ペニッ‘となっているo
　（3）ピギーバック方式による輸送（Hucke叩ackverkehr）は，鉄道の完全稼動と黒字
　　化，鉄道による道路の混雑緩和，民間運送業者の保証が可能であるということから
　　一石三鳥の効果があるいう（レーバー，前掲書，p－6～7）。しかし，そのためには条
　　件が必要とされるのはいう迄もない。なお，コソテナ輸送，ピギーバック方式輸送
　　の運賃はオープ：■市場で競争的であるべきとされている。
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（4）新造船への補助は連邦議会によって否決された。
（5〕鉱油税のプ巨セスは佐々木〔23〕において解説が行なわれている。この目的拘東
　財源部分の使用割合；こついてであるが，地方自治体と公共近距離旅客交通（OPNV）
　の配分比は1971年より55：45．1972年3月より50：50．1977年より暫定2ケ年は
　45：55と次第に後老にウニイトが移されてきている。
（6）た∫L，筆者の入手Lている資料は通路費計算の要約版であるため，詳細はプロ
　セスについては更に検討してみる必要がある。
（7〕少液くとも例えば州を単位とするような交通圏別の検討結果を示す必要があろ㌔
（8〕Kursbuchの内容およびこれに対するコメソトはすでに増井〔18〕において適切
　に紹介されている。ここでは自己流の解釈を含めKursbuchそのものをより詳しく
　眺めることとする。なお，本節では筆老の入手したKursbuchの英訳版に基ついて
　検討を行なう。
（9）公共近距離旅客交通（OPNV）とは，ある地方自治体の内で，あるいは50km以内
　の近距離で誰もが利用しうる旅客輸送で，U一バーソ，S一バーソ（DBの経営でわ
　が国の国電に相当），路面電車，バス，トロリーバスによる輸送が合められる。統計
　上は，鉄道の軌道輸送と定期公共道路輸送の合計とLて把握されている（例えば，
　Verkehr　ln　Zah1en1980S．158）。
⑩　個人交通に関しては第3老の負担になるという意味での杜会的費用の内部化が行
　なわれていないという認識に基づく。
（1つ年間の外部費用として混雑費用100億マルク，事故費用180億マルク，環境費用50
　億マルクという値が挙げられている。
⑫　交通イソフラストラクチャー投資は需要の伸びに対Lて十分な余地を残して行な
　われたので，1950年と1971年を較べた場合，道路のシニアは40％から75％へと増加
　したのである（鉄道は35％から10劣，OPNyは1％から4％）。
鯛　本節注（5）参照。
⑭　アウトバーソの9ルートは，Minchen環状道路の西側部分，Hamburg～F1ensburg
　～オラソダ国境（ニルベ河トソネルを含む），　L廿beck～Neustadt～Oldenburg，
　Krefeld～Ludwigshafen，Kasse1～Ruhr，W亡rzburg～Hei1brom，Yelno～
　Duisb岨g，Stuttgart～Singen，Trier～Saarbr首cken　であり，鉄道の4新線は
　Mannheim～Stuttgart，Hannover～GemOnden，Ascha舟enburg～W七rzburg，
　K61n～GroB　Gerauである。
飼　この枠認可があれぱ，DBの運賃改正は20％迄の範囲内では交通相の事前の認可
　を必要とはLない。
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3．Gscheid1eの連邦鉄道政策とHa雌の政策理念
　3－1　Gscheidleの連邦鉄道をめぐる企業政策
　外交における東方政策，内政における改革政策を積極的に推進したBrandt
が秘書のスパイ事件の責任をとり辞任した後に成立したSchmidt内閣（1974
年5月）では，かつてのドイツ労働組合総同盟（DBG）の委員長侯補Kurt
Gscheid1eが交通相に就任した。Gscheidleは6年余にわたる在任期間中にさ
まざまた政策展開を行なったが，その中で注目すべき点は，DBに企業政策の
導入をより強く要求したことと，インフラストラクチャーの整備計画として，
LaudtzenにょるBYWP1の2度に及ぶ改訂を行なったことに集約されると
いえる。
　Schmidt内閣の発足時は第1次ユネルギー危機と景気停滞の最中（実質GNP
の伸び率は1974年でC．5％，75年で・1．8％）であった。交通政策もその影響下
にあることはいうまでもないことであった。個々の交通企業に一層の合理化を
求めざるをえないという財政状態を背景にして，Gscheid1eは交通相就任後間
もない1974年12月に，DBの企業政策に対する目標設定として，13に及ぶ項目
をDBの理事会に提示したのである（Gscheidle〔9，S．16〕ω，その一連の紹介
としての日本国有鉄道〔21，P．224～226〕）。Lauritzenに較べより厳しい
Gscheidleの目標設定に直面し，DBの理事会は前年の夢神を捨てざるをえな
くなり，酔を醒めさせること（Em廿chterung）がはじまったのである（M刮1er－
Hermann　a．a．O．，S．84）。
　13項目を幾分要約的に示せば以下のとおりとなる。
　（1）DBの経営状態の改善に際しては，①DBは最小の国民経済的費用と最
　　適エネルギー消費で交通需要を充足させるために鉄道経営を行なうべきで
　　ある，②収支は原則として償われなけれぱならない。費用が収入によって
　　カバーされないサービスに対して，さらには政治的要請により供給しなげ
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　れぱたらないようなサービスには，原因者による補填が行なわれる，③DB
　は長期的には遠距離輸送企業としての任務に特化する，という一般的目標
　設定から出発すべきである。
（2）DBの企業理念は輸送需要の予測，費用の動向に基づいて修正されるべ
　きである。投資プログラムの重点は自己経済性の強化に向けられるべきで
　ある。
（3）企業構造，組織構造を効率的に保つには，事業部制（Erfolgsverantwor－
　tlichkeit　der　Gesch証tsbereiche）の導入が検討されねぱならない。
（4）長期的には採算上経営しうるサービス，ないしは政治的要求の範囲内で
　行たわなけれぱならないサービスのみに限定すべきである。
（5）鉄道近距離旅客輸送の運輸連合（▽erkehrsマerbむnde）への統合の可能
　性が，従来の方法に。従って検討されねぱならない。OPNVの費用の補填
　が改善されねぱならない。
（6）鉄道近距離旅客輸送は他の交通手段による経営に較べて経済的で，しか
　もエネルギー消費の点で有利な地域に限定されるべきである。鉄道バスサ
　ービス，郵便バスサーピス（段階的に地域会杜に移管）との協調を強化す
　べきである。
（7）小口貨物輸送（小量物品，急行手荷物）の採算をはかるべきである。
（8）ネヅトワークの最適化は，統一的経営経済上の視点から行なわれる個々
　の路線の評価を通じて達成されるべきである。Hamover～W肚zburg，
　Mamheim～Stuttgartの新線建設，在来線の整備計画が実施されるべき
　であり，Kδ1n～GroB　Gerauにっいては他の案が検討されるべきである。
　操車場駅の新設も最適化プログラムに関連づけて行なわれるべきである。
（9）車両～レール技術の一層の開発を進め，DBの経済性の強化に役立たせ
　るべきである。DOnauriedの新技術テスト路線には新たな検討が必要であ
　る。
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　⑩　作業能力を，絶対的に必要とされる需要に適合させるべきである。
（カ鉄遣経営に直接必要とはされない部門の組織上の切り離し・および独立
　　を検討すべきである。
　㈱　人員の確保は能率上の視点に従って行なわれるべきである。人員は恒常
　　的合理化処置によって削減されねぱならない。
　㈹　運賃政策は費用補填という意味において，市場のあらゆる可能性を利用
　　して進めねぱならない。
　　以上の要求はDBの経営基盤を考慮に入れた上で，企業性の導入を厳しく
迫ったものである。この点ではLaur1tzenの共同経済原理に傾斜した考え方に
較べ，市場経済原理が相対的に強調されていると推察できるのである②。DB
の特化しうる領域を想定すべきこと（（1），（4），（6））を指摘し，可能な隈り市場原
理で対応し，市場原理が機能しえない場合には損失補填を確保すべきことを述
べているのである。また，具体的には，（8），（9）項目の後半部分におげるように
Kursbuchからの明らかな方向転換もみられるのである。なお，検討時期に若
干のずれはあるものの，DBに競争力をつけさせるための環境整備についても，
配慮が払われている＝副。
　Gscheidleはこのような13項目を公表（12月11目）後，DBの管理委員会に
その根拠等を説明し，討論の機会をもった（12月13日，翌1975年6月5日）。議
論の対象となったのは政治的要求，DBの企業としての性格，サービス構造，
最適ネットワークの4つの間題であった。13項目の提示をめぐる議論は・とり
わけ最適ネヅトワークに関して展開されている。1976年1月，DBは交通省か
ら提示されたモデル分祈により，経営上の最適ネットワークを試算した。それ
によると，最適ネットワークは延長距離にしておよそ1万4，500km，すなわち
現在のそれのおよそ半分の規標である。したがって，当然路線廃止が間題とさ
れるのである。
　ここで，最適ネヅトワークに関するDBと交通相の応答を追跡してみよ㌔
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DBの側からの質間は，ネットワーク最適化の要求と，連邦および州の地域政
策的観点から生じてくる要求とは一致しうるかというものである。これに対し
Gscheid1eは，DBの経営経済的最適ネヅトワークを算定することこそ先決で
あるとの見解を示している。その上で杜会的評価を行ない政治的に決定するの
であって，経営経済的観点と地域政策的観点の一致の問題は路線の採算検討後
に，また地域政策的視点から必要とされる路線の維持には，質・量共にいかな
る手段が用意されるべきかが検討されねぱならないとしているのであ私これ
と関連する投資資金の調達についても，同様の応答がかわされている。杜会的
市場経済の中でDBが活路を見い出すための最小限の前提として，企業経営的
視点の強化が要請されているのである。しかし，交通サービスをめぐって肝要
なことは，例え企業経営意識が押し出されたとしても，それだげでは解決につ
ながりにくいという点である。これが交通省の用意する市場原理活用のための
介入政策とどう関連していくのかについて，遇去のLeberplanの時の経緯を
も含めて，克明に解明していく必要がある。
　鉄道旅客輸送のネヅトワークについては，次官委員会（Staatssekretaraus・
schuss）の提言により，1981年までに6，500km以上縮少，また貨物輸送に関し
てはユ981年以降3，000kmの廃止が実施されるべきだとされている。Lかし，実
際の廃止は計画とはほど遠い状況にとどまってい乱この点ではわが国の地方
交通線の廃止をめぐる実状と共通しているのである。
　その他，Gscheid1eの鉄道政策では軌道と経営の分離（Tremmgvon
Fahrweg　md　Betrieb）の計画（1979年）があるが，これは今後も繰り返して
主張される可能性がある。
　Gscheidleの交通政策でさらに重要な点は，イソストラクチャーの総合的整
備計画である。1973年10月のBVWP1はその後の経済状態に適さないものと
なった。そこで，同計画は1977年にr1985年までの連邦交通路に対する総合投
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資計画（KIP）』に，1980年には目漂年次をずらした『80年代の連邦交通路討画
（BVWP’80）』に改訂されていくのである。KIPとBVWP’80の2つの計画
における大きな問題は，交通手段に対する支出穣成の差異である。DBと連邦
遠距離道路への支出割合が大きく異なっていくのである。投資の重点が移され
たことにGscheidleの実質的政策転換が伺えるのであるが，これらについては
機会を改めて考察することとしたい。
　3－2　Hau甜の政策理念
　1980年10月の第9回連邦議会総選挙の後，交通相はGscheidleからVo1ker
Hau舐に代った。Hau任ば1978年2月のSchmidt改造内閣において，最年少
で研究・技術相に就任したSPDの若手有望株である。また，彼はSPDの中
で，エコノミーとエコロジーの対立と矛盾を調和し，選択的成長を指向Lてい
る指導者の一人でもある（伸井〔20，p．191～193〕）。1982年の政変で再びcDU／
CSUの時代に移ったため，そのことと命運を共にせざるをえなかったHau舐
の在任期聞は余りにも短かすぎ，したがって彼の政策を評価することもまた難
しいのである。
　Hau伍の交通政策の基本的考え方は，Gscheid1eのそれをほぼ継承している。
就任後間もなく1981年1月28目の連邦議会交通委員会で行なった演説でこのこ
とを明言している（Hau血〔13〕）一4〕。Hau舐の理念を示した同演説では，連邦共
和国における交通サービスの水準は満足のいくものであるという認識と，しか
し間題点として，財政は逼迫している，安全性は十分に保たれていない，エネ
ルギーは稀少で高価である，環境が破壌されている等といった現状分析を行た
った上で，交通政策の目標としての3つの原則，すなわち目標の継承，集中と
更新，民主的対話の行なわれるべきことが説かれている。第1の原則では，杜
会的でリベラルな交通政策の基本目標（die　grundliegenden　ZieI　einer　sozial－
1iberalen　Verkehrspolitik）として，①市民と経済のためのモビリティーの維
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持と促進，②不断に発展している経済に対する適切な交通イソストラクチャー
の維持，③管理された競争秩序（kontro11ierte　Wettbewerbsordnmg）にお
ける交通手段の自由な選択，の3つが80年代にも有効であるとしている。この
場合，モビリティーの維持促進が経済厚生の増加とどう結びつくかという問題
に接近することが，交通政策（交通投資）の効果を把握する上で大切であろう。
第2の原則は，総括的な政策は有効ではなく，交通システムの更新と近代化を，
産業政策，対外経済政策，雇傭政等を考慮に入れて，必要に応じて集中的に行
なうような辛抱強い試みがなされるべきであるというものである。集中する対
象を適切に見い出すことができたとしたならぱ，これは現実的で有効な考え方
ということができる。この観点から交通政策の新しい様相として考慮すべきこ
とは，①貴重な原材料，エネルギー（特に鉱油）の倹約，②続行して起ってい
る環境破壊への対策と，破壌された環境の修復，③交通路と交通手段の結びつ
きをより良くすることでの既存交通システムの容量の活用，④量より質，⑤新
設より改良，⑥市民への情報提供と市民参加等である。第3には，地方自治体，
運輸連合，産業界，労働組合，市民との密接な協調が必要であるとして，民主
的対藷が説かれている。以上のことから，部分的にはLauritzenのKursbuch
の影響と思われる部分（例えば第2原則の③）もみられるのであるが，基本的
にはGscheid1eの考え方に変るところはほとんどないといえる。
　一方，同演説の中で亘au伍が意図した施策は，交通路と交通手段のより良き
結びつき，BVWP’80における投資枠の検討，DBの合理化，◎PNVの拡充の
4つの点に集約されている。交通路と交通手段の結びつきは貨物，族客につい
て検討され，前老では一貫輸送を行なうための目標交通量を把握し，ターミナ
ル整傭をすべきことが説かれ，後者では基幹空港であるフラソクフルト空港と
DBの接続が4つのモデルにより引き続いて検討されるべきこと，DBとルフ
トハソザとの運賃の連携，主要鉄道駅での業務協定の促進を主張している。
注目すべき点は，BVWP’80における投資枠について加えられた検討である。
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Ha雌の政策目標は前任者と変るものではないが，その手段については同様と
はいえない。その具体的ヶ一スとして，BVWP’80にりいてはより現実的視点
から論評を加えていることが指摘される。財政事情が厳しくなった折・交通路
計画はこのことに適合しなげれぱならないし，したがって交通路計画の目標も
実現可能性の面から考えるべきであるとして・新設を行なうよりは既存のネッ
トワークの拡充が優先するものであり，その近代化，緯持への投資が安全性向
上への投資と同様に強調されねぱならたいとの基調を展開するのである。イソ
フラストラクチャー計画の実施についても，一歩一歩着実に行なうこと，優先
順位を慎重に考慮すること，既存の容量をより活用するようにつとめることと
Lている。Hau甜は交通投資が景気調整対策には適切ではないとして，交通投
資におけるいかなる種類のstop　and　go政策にも反対する。交通イソフラス
トラクチャー投資の領域で循環的ではないと想定されていた行動が，実際には
しぱしぱ循環的であったと推測する多くの理由が示されているからであるとい
うのがその論拠となっている。
　DB政策に関しては，鉄道はエネルギー節約的で，鉱油に依存したい交通手
段であるから将来飛躍するとの認識に立ちながらも，DBは経済性を高めるた
めにあらゆる合理化を図るべきだとしている。そのためには，①投資は効率向
上に寄与すべきこと，②純技術的合理化と共に，組織面，制度面の合理化を進
めるべきことが説かれている。投資面では債務を増大すべきではなく，1981年
では鉄道投資額を当初より8億マルク削り，39億8，500万マルクに限定したの
である。合理化に関しては，人員面では過去6年での8万2，O00人の削減によ
りもはや予備人員はなくなったという評価を与えた上で，組織の緊張，労働手
煩の改良，合理化を妨げる要困を含む規定の除去，不必要な官僚主義の解体・
巨大組織の改組に本質的た穣造上の要素としての鉄道内部での任務と責任の確
立等が，将来の労働にとっての重要な要素であるという。また，DBはマーヶ
ティソグ活動を改良すること，民間経済との協力を強化すること，さらに場合
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によっては運賃を市場価格に適合させることが提唱されている。
　OPNVの拡充の必要性は大都市地域とローカル地域に分けて検討されてい
る。大都市地域において運輸連合は必要だが，費用のかかる点が問題となって
い乱さほど人口が過密でない地域では，より費用のかからない解決法として，
交通手段の業務分担，連邦，州，地方自治体が並行投資（Paral1elinvestitionen）
を避げること，個人交通とδPNYを結びつげるための投資を行なうことが挙
げられてい乱ローカル地域についても，連邦政府の役割は大きいとの立場で
ある。OP1NVは明らかに連邦の任務ではないが，連邦は責任を持たなけれぱな
らず，実際OPNV全体に対しては，連邦の財政支出の方が州，地方自治体を
合わぜた支出より多いのである㈲。DBの近距離鉄道旅客輸送の赤字の72％が
大都市地域以外のそれに帰因していること，地方自治体交通財政法に基づく
◎PNVへの資金の10％はローカル地域の◎PNVに充当されていること，DB，
連邦郵政のローカルバス輸送は90，000km，50，OOOkmに及ぶこと，DBの近距
離鉄道旅客輸送の営業距離は23，000kmに達していること，ローカル地域にお
げるバス輸送量は年間10億人になっている等から，DBの軌道部門の縮少とバ
スサービスの拡充・改良がはかられているが，これは1977年4月27日閣議了解，
1979年6月27日の連邦議会決議にかなうものである。
　以下，Ha雌の演説は日本を引き合いに出しての交通安全の強調帽j，ECの共
通運輸政策の推進に西ドイツが寄与すべきことに及んでいる。
　Ha雌は交通政策を意慾的に展開しようという意図をもっていたと推察され
飢彼の政策立案の前提は財政状態が厳しいという現実であった。この点は上
記の政策理念に十分反映されている。短かい在任期間中の主要な施策は，鉱油
税収の割当てをδPNV，地域道路，騒音防止の目的に増加させたこと，地域
遣路にくらべてOPNVの扱いを比較的優遇したこと，しかしOPN▽に対す
る石油ガス補助を1983年迄に段階的に廃止すること，貨物輸送の市場秩序政策
は従来どおりだが，自家用より営業用に力点が置かれたこと，DBの生産性向
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上，債務拡大の防止を強調したこと，道路と鉄道の協力を説いたこと等であ私
市場原理と税制による市場介入の双方を用いて政策展開を試みている。相対的
な意味で市場原理の活用をはかっていると推察されるが・彼の在任期間が余り
にも短かかったこと，およびそれを判断する材料が乏しいこと等から，結論は
下しにくいのである。しかし，彼が現実路線を歩もうとしたことは推論しうる
のである。
　冒頭に述べたとおり，Hau舐の後はCSUのDoningerに交通相の座は移っ
ていく。13年振りの保守・中道CDU／CSU，FDPの小連合政権下で，しかも
環境問題に極めて敏感な禄の党（die　Gr廿nen）を連邦議会にはじめて迎えると
いう状況において，交通政策がいかなる展開をみせるであろうかは大いに注目
されるところである。Schmidt政権崩壌の経済面からのプロセスから類推する
限り，交通においてもより市場原理に傾斜した政策展開が想定されるが，それ
はDomngerによる今後を侯たたけれぱならないのである。
注（1）BMV　Schriftenre三he　Heft49の第1節にGscheidIeの13項目と，それについ
　　てのDBの管理委員会への説明，さらにGscheidleとDBとの応答が集録されて
　　いる。
　（2）GscheidIeにおいては，従来の交通政策が交通経済政策（Verkehrswirtschafts－
　　poHtik）として展開されているともいわれている　（BMV〔4，S・24〕，Haar　usw・
　　a．a－0一，S．126～133，ただし傍点は筆者）。
　（3）それらは以下の点である（Gscheidle〔10，S24〕）。
　　・内陸水運の鉱油税の免税，および国際法上の範囲内でライソ河における河川航行
　　　上の関税の廃止を通して，競争上の不利を除くように努め飢
　　・現在の契約上の義務以上の水路網の拡大投資を断念する。
　　・DBの幹線路線に並行する連邦遠距離道路の建設といった重複投資を避けるよう
　　　にする。
　　・自家用交通の諮問委員会の見解に従って，DBの競争状態に関する可能な尺度を
　　　検討する。
　（4）宰相Schmidtも1980年11月24日の政府声明で，交通政策に対して新しい認識の
　　必要はないことを述べているし，同年末のSPD　l≡［au任，CDU　Ho茄eの交通都門の
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　連合協定でも以前の原理が宥効であることが確認されている（Haar　usw．a．a．O．，
　S．134）。
（5）1967年から80年迄にOPNVに対し総額227億マルクが投資されている。そのうち
　52％の118億々ルクは遠邦の財政からで，残りは州が44億マルク（20％），’地方自治
　体53億マルク（23％），OPN▽の交通事業者は12億マルク（5％）である（Inter－
　nationales　Verkehrswesen，19822Heft　S・74）。また，2節の注（5）も参照。
（6）目本では交通事故が半減した（Hau丘の言及以後，事実は異なっている）ことは，
　日本の特鐵によるものであるとしている。
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付表1　連邦鉄道の損益計算
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（単位：100万マルク）
1948
　49
　50
　51
　52
　53
　54
　55
　56
　　57
　　58
　　59
　　60
　　61
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　　63
　　64
　　65
　　66
　　67
　　68
　　69
　　70
　　71
　　72
　　73
　　74
　　75
　　76
　　77
出典：
収　入
1，926．0
2，913．8
3，757．3
4，726，9
5，257．8
5，160，7
5，235．8
5，785．0
6，147．1
6，453．4
6，831．3
7，127．3
7，725．2
7，852．2
7，961．5
8，557．1
8，524．2■
8，476．8
8，782．7
8，368．5
8，769．9
9，707，5
10，741，4
11，654．4。。，。。。．。！
13，406，1
14，414，8
13，380，1
14，234，5
13，940．5
運送税
1 9．2
201．2
197．9
231．5
256．9
261．3
269．6
292．9
3 0．9
355．7
340．2
353．2
382．5
404．4
418．2
440．0
450．2■
455．4
469．5
440．7
鰯割収入計1
　　　　■1
　　　　＿1
　　　　－1
　　　　＿i
　112．5
　455．0
　628．8
　511．4
　539．71
779．51
　869，61
1，202．3
1，202，0
1，617．2
2，169．1
2，247．5
3，434，61
4，404．5≡
5，568．5
5，751．1
6，102，2
7，274，6
コ：：：lllコ
2，035．2
4，125．0
5，514．7
5，422．0
5，505．4
6，077．9
6，458．0
6，809．1
7，171．5
7，480．5
8，220．4
8，684．6
9，008．5
9，512．5
9，514．1
9，711，7
10，121，8
10，011．5
9，971．9
1ユ，324，7
12，910，5
13，904，9
15，945，5
17，810，6
19，983，3
19，131，2
20，336，7
21，215．1
支　出』運送税
2・008・4≡109・2
3，994．9　201．2
4・120・Ol197・9
4，655．2　231．5
5，398．4　256．9
5，327．3■　261．3
5，739．2　269．6
5，986．5　292．9
　6，662．5　310．9－
7・131・71355・7
　7，408．0　　340，2
　7，484．1　353，2
7，851．4　382，5
　8，310．0　404．4
　8，700．5　418．2
　9，477．9　444，0
10・034・3i450・2
10，534．31455・4
10，757．8■469，5
11，075．6　440，7
11，199，3
12，325，8
14，161，3
16，40i．4
18，411，6
20，321，9
22，759，5
23，492．6
・・・・・…1一！
25，269．6■　　　一
　　　　　　　」　　　　1
支出言千
2，117．6
4，196．1
4，317．9
4，886．7
，655．3
5，588．6
，O08．8
6，279．4
6， 73．4
7，487．4
7，748．2
7，837．3
，233，9
8，714．4
9，118，7
9，921．9
損　益
10，484，5
10，989，7
11，227，3
11，516，3
11，199，3
12，325，8
14，161，3
16，401，4
18，411，6
20，321，9
22，759，5
23，492，6
24，211，0
25，269．6
△
△
△
△
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ム
△
△
△
ム
＾
△
△
△
△
＾
82，4
71．1
362，7
71，7
ユ40．6
166．6
503．4
201．5
515．4
678．3
576．7
56，8
13，5
29．8
ユ01．2
409．4
970．4
△1，278．O
△1，105．5
＾1，504．8
△1，227．4
△1，O01．1
ム1，250，8
△2，496．5
△2，466．1
ム2，511．3
＾2，776．2
ム4，361．5
△3，874．3
＾4，523．8
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付表2 交通部門の総付加価値の対交通イソフラストラクチャー資産弾性値
鉄　　　道
1・
水・海迎　　遣　　　路
A
1961
　62
　63
　64
　65
　66
　67
　68
　69
　70
　71
　72
　73
　74
　75
　76
　77
　78
　79
　1．6
△2．2
　2．7
　2．6
　0．6
△1．9
ム6．2
　6，7
　9．4
　3．1
ム77
ム14
　3．9
　2．7
ム202
4．1
ム56
1．6
8．8
A
O．53
1，04
0，90
0．27
4，19
7，23
2．07
2，29
1．50
2．41
△O．3
　3．O
＾1．6
　6．2
　2．8
　2．1
△2．3
　1．5
　0．6
△18
△30
　1．2
＾76
　5．9
　2．5
　5．5
＾17
114ム79
7．335，1
1・
2．7
2．8
3．0
2．8
2．6
2．3
2．2
2．3
2．2
2．5
2．8
3，0
2．8
2．5
2．4
2．6
2．5
2．3
1，8
1・・
　　　7．1
1，07　6．0
　　　5．2
2，21　6．6
1，08　4．4
0．91△O．1
O．65
0．27
0．40
0，3
10．3
7，9
8．3
2．5
1．7
7．5
2．36＾32
104ム08
2，12
2．83
8．0
6．8
3．9
7．3
1・
1，58
1，13
0，87
0，99
0．64
O．04
1，56
1，14
1，20
0，38
0，28
1．34
1，95
1，79
1，03
1．87
航　　　空
A
20．2
8，3
17，3
14，8
25，7
11，4
13，8
10，8
17，1
14．6
0，0
10．9
1，6
14，5
10．3
9．8
7．8
7，6
11．4
6．0
6．4
6．0
7，5
8，8
9，7
11，3
13，7
5，1
17，2
19，0
15，9
10．0
5．5
3．1
1．9
1．2
2．O
1．2
3，33
1，30
2，88
1，97
2，92
1，18
1，22
0，79
，13
0，85
．OO
O．69
，16
2，64
3，32
5，16
6，50
3，80
9．50
パイプライソ 計
A　　B
16．7
0，0
25．6
0．0
，22
0．0
9，1
16．7
0．0
7，1
0，0
13．3
工7，6
10．0
4．5
4，3
29．2
3．2
8，0
24，1
34，3
15，6
14，4
25，2
22．1
9，9
2．0
1．5
4．8
8．3
6，8
3．2
1．2
0．8
0．8
0．O
188＾04
1・ A
2，09
0．O0
1，06
0．O0
1，54
0．OO
O．41
1，69
0．O0
4，73
0．O0
1，16
2，59
3．13
4．0
2．3
3．6
5，3
3．6
0．1
ム17
　7．8
　7．8
　5．6
△17
1．4
4．2
0．8
375△53
6．14
36．50
6．8
2．9
2．3
7．9
1・
3．8
4．3
4．7
5，2
5，1
4．0
6．0
4．9
5．0
5．2
5．2
5，0
4．6
4．1
3，8
3．4
3，2
3，1
3．1
山典：Verkehr　in　Zahlen1980　S．46～47．60～61　より作成
A1総付加価値（1970年価格）の伸ぴ騨
B　lイソフラストラクチャー資産（1970年伽i楴）の伸ぴ率
　C：A／B
C
1，05
0，53
0，77
1，02
0，71
0，03
1，59
1，56
1．08
O．28
0，91
0．20
2．OO
O．91
0，74
2．55
N～M
巾
議
田
風
俳
糖8
ω
ψ
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